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医療機器学会 3 年ぶりに現地開催される
ー GS1ヘルスケアジャパン協議会もブース出展ー

　2022年 6月 2日から 4日の 3

日間、パシフィコ横浜にて「第 97

回日本医療機器学会大会」が開催さ
れた。東京大学医学部附属病院の住
谷昌彦氏を大会長に「日本から未来
へ」をテーマとした本会にはおよそ
1000名の医療業界関係者が訪れ、
医療機器の管理、運用、活用や DX

化を通じた医療の質向上などについ
て見識を深め合った。
　本会は講演（マネジメントセミナ
ー・学会大会）と展示（メディカル
ショー）で構成され、GS1ヘルス
ケアジャパン協議会ではブース出展
を行った。
　講演では医療情報や医療物流に関
するテーマも多く、「GS1バーコー
ド」や「RFID」の利活用について
の内容も多く発表された。その一部
を報告する。

マネジメントセミナー

　学会大会に先駆けて、3セッショ
ンからなるマネジメントセミナーが
開催された。そのうちの一つ「世界
的な物流の混乱を経験し、日本にお
ける物流最適化の課題や方法を探
る」では、コロナ禍での物流逼迫の
経験に焦点が置かれた発表が行われ
た。
　厚生労働省の大場寛之氏からは、
個人防護具（PPE）や非滅菌手袋
などの備蓄について、これまでの取
り組みと今後の方針が共有された。
同様に、大阪大学医学部附属病院の
高階雅紀氏からは PPEの調達不足
状況に関する調査結果が示され、有
事に備えるための平時からの購入先
の多元化や、流通製品情報（生産国、
国内在庫、流通価格等）のデータベ
ース化が提言された。
　また、小西医療器㈱の島田正司氏

は「医療物流の可視化とデータ活用
の将来」のテーマにおいて、労働人
口が減っているからこそ重要性を増
す物流の効率化について強調した。
ICチップ入りの RFIDカードを医
療材料に貼付し、使用時にカードを
専用 BOXへ投函することで発注が
できる事例などが紹介された。

学会大会

　シンポジウム「医療機器トレーサ
サビリティと病院 IT化の推進」に
おいて、福井大学医学部附属病院の
小久保安朗氏、名古屋大学医学部附
属病院の藤原道隆氏を座長に GS1

標準の活用を含むトレーサビリティ
推進について議論が行われた。
　薬機法の改正により、トレーサビ
リティ確保と電子添文参照のための
GS1バーコード表示が医療用医薬
品・医療機器ともに今後必須となる
が、各国に比べ遅れをとっている製
品情報の統一データベースへの登録
義務化についても重要と位置付けら
れ、諸外国の事例やその公益性も鑑

み省庁主導の果たす役割も大きいと
まとめられた。
　また、RFIDについては、佐賀大
学医学部附属病院の瀬戸口秀一氏と
国立国際医療研究センターの美代賢
吾氏を座長にシンポジウム「浸透す
る RFIDの医療での活用」が組ま
れ、企業および医療機関双方からの
講演が行われた。
　総合医療物流企業である㈱エフエ
スユニマネジメントの清田友彦氏は
医療物流における「ヒト依存」から
「機械化・自動化」への転換を打ち
出し、リアルタイムで在庫管理がで
きる RFIDの重要性を唱えた。例
えば、整形インプラント製品は、手
術のたびに多量の製品が持ち込ま
れ、患者の状況に合わせてその一部
が使用され残りは返却される。この
整形インプラント製品の管理に
RFIDを用いることで、自動的に検
品記録がデータで残るだけでなく、
およそ 41%の作業時間短縮に貢献
したことが報告された。
　RFID技術の活用をカテーテル室

パンデミックの収束を願い、イラストにはアマビエが採用された
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での医療材料管理へ推し進めている
のは自治医科大学附属さいたま医療
センターの藤田英雄氏だ。管理すべ
き品目が多く、物品の欠乏が症例の
治療結果に直結する可能性のある経
皮的冠動脈形成術（PCI）において、
デバイスの包装や伝票から物品を同
定する方法から、各デバイスに取り
付けた RFIDタグを読み取る運用
に変えたことで在庫管理にかかる時
間の短縮と正確性の向上を実現した。
　本会では電子添文に関する内容の
発表も多かった。北海道大学病院の
太田稔氏は、電子添文をスマートフ
ォンで読めるアプリ「添文（てんぶ
ん）ナビ ®」の価値を述べつつ、イ
ンターネットへの接続が困難な院内
環境において、電子カルテから電子
添文へアクセスできる仕組みを整備
していることが報告された。結果と
して添付文書の参照率が上がってお
り、制度や仕組みを各環境において
工夫して運用すべきというメッセー
ジが感じられた。

メディカルショー

　展示ホールでは医療機器や自動認

識技術関連など 55の企業・団体等
がブースを出し、商談や情報交換の
場として活用した。出展団体の一つ
である福島県は県庁主導で県内の複
数企業をとりまとめ、そろいのハッ
ピを着て大規模出展するなど、県が
目指す「医療機器生産県」としての
さらなる技術マッチングへの熱意が
感じられた。
　GS1ヘルスケアジャパン協議会
は医療機関内での GS1バーコード
の利用促進を主目的として、バーコ
ードが印字された医療用医薬品や医
療機器のサンプルも展示しながら、
使用履歴の管理や取り違え防止等に
向けた使用例について紹介した。
　医療機器メーカーからは薬機法の
改正に伴うバーコード表示や添付文
書電子化への対応、UDI対応につ
いての課題が聞かれ、病院関係者か
らは取引先との互換性の無い院内独
自バーコードからの脱却という課題
が多く聞かれた。RFIDの導入を進
めたいという意見もみられた。

学会を終えて

　コロナ禍の影響で久しぶりの現地

開催となった本会は 3年後に 100周
年を迎える伝統ある大会である。そ
の理念にも「産学連携」の文言があ
る通り、病院と企業が一体となって
医療安全に資するべきとの意見は講
演でも多く述べられた。職種や所属
先の垣根を越えて医療情報、物流の
高度化を図るGS1ヘルスケアジャパ
ン協議会もこの通りであり、引き続
きGS1標準の普及推進に努めたい。
（ヘルスケア業界グループ　田中）

GS1ヘルスケアジャパン協議会出展ブース
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インボイス制度について
ー 流通BMSの基本形メッセージと百貨店版メッセージのインボイス対応 ー

　2023年 10月 1日から「適格請
求書等保存方式（インボイス制度）」
が開始される。制度開始まで約 1

年となった。この制度変更によっ
て、各企業は企業間の EDI情報の
内容変更や社内の情報管理方法の改
訂、システム改修などが必要になる。
　本稿では、インボイス制度が開始
されることで現在の区分記載請求書
等保存方式と何が変わるのか、そし
て、流通業界の標準 EDIである流
通 BMSのインボイス対応について
説明する。

インボイス制度での追加要件

  インボイス制度では、消費税の仕
入税額控除の適用を受けるために、
課税事業者が交付するインボイスの
保存が求められる。現行の区分記載
請求書等保存方式とインボイス制度
が異なる点は何点かあり、企業間で
データ交換が必要な項目としては
「登録番号」「消費税額」「返還イン
ボイス時の譲渡日」などの記載が必
須となる。「消費税
額」は現行の区分記
載請求書等でも記載
している企業がある
が、「登録番号」は今
までにない項目であ
る。「登録番号」は適
格請求書発行事業者
の登録申請を行うこ
とで通知され、この申
請は 2021年 10月か
ら開始されている。
2023年10月のインボ
イス制度開始時に確実
に利用できるように
するための登録期限
は原則として 2023

年 3月 31日と国税

庁の HPに掲載されている。この登
録が完了しなければ、適格請求書が
発行できないため早めの対応が必要
である。「登録番号」記載に関する
注意点は、商品の売り手側だけでな
く買い手側も必要となるケースがあ
るということである。それは商取引
上で、商品の売り手からの請求に対
して、買い手側の売上となるような
取引分を相殺する内容を記載する場
合、商品の買い手側が適格請求書発
行事業者の立場になるからである。
そのような場合は適格請求書発行事
業者の登録申請は商品の売り手側だ
けでなく、買い手側も必要となる。
　流通 BMSのインボイス対応につ
いては、基本形メッセージと百貨店
版メッセージに分けて説明していく。

基本形メッセージの対応

　（一社）日本加工食品卸協会は、
「インボイス制度対応―企業間取引
の手引き」の基本指針に基づいて整
理を行い、既存の流通 BMSでは

「登録番号（商品以外の売り手）」と
「元納品日（返還インボイス）」の 2

点がインボイス制度対応に不足して
いるとし、その対応策として CR

（Change Request：変更要求）
を 2021 年 9月 30日に流通 BMS

協議会へ提出した。
　流通 BMS 協議会では、この CR 

についてメッセージメンテナンス部
会（2021年 11 月 11 日開催）で
審議を行い、全会一致で承認され
た。流通 BMSのインボイス制度へ
の対応は、以下 の通りである。
＜登録番号＞
請求メッセージ・請求鑑メッセージ（卸
→小売り）
　区分記載請求書等保存方式の導入
時に、請求鑑メッセージを新規作成
し「項目番号 338：適格請求書発
行事業者登録番号」という項目を設
けて、卸側の登録番号はここに格納
することとした。しかし、卸からの
請求メッセージに「小売りからの役
務の提供などの相殺内容を含んで交
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付」する場合があり、この場合は売
り手が卸から小売りに変わるため、
小売り側の登録番号を格納する必要
があり、そのため請求鑑メッセージ
に商品以外の売り手側の登録番号を
記載するためのデータ項目を追加す
ることとした。
支払メッセージ（小売り→卸）
　支払メッセージには小売り側の登
録番号、卸側の登録番号ともに、記
載方法の定義がなかった。そのた
め、支払メッセージ内の「項目番号
192：支払内容」に新規コード
9000を追加し、「項目番号 193：
支払内容個別」と、「項目番号
194：支払内容個別名称」で登録番
号を格納することとした。
＜元納品日（返還インボイス）＞
返品・返品受領メッセージ
　現行の返品と返品受領メッセージ 

には、返還インボイス要件の譲渡日
（元納品日）に対応する項目がない。
譲渡日は国税庁公開のQ＆ A資料
に「課税期間の範囲で一定の期間の
記載で差し支えない」として、月単
位「○月～△月分」の情報記載も認
められている。よって、From／
Toの記載を可能とするために譲渡
年月の開始と終了を記載できるよう
に二つのデータ項目を追加すること
とした。
　上記の変更に伴って、メッセージ
別データ項目一覧、コードリスト、
運用ガイドラインと XMLスキーマ
の改訂を行い、2021年 12月 15

日にインボイス制度対応の標準仕様
として基本形 Ver2.1を公開した。
また、関連するツールのマッピング
シートなどに関しても修正を行い、
公開している。

百貨店版メッセージの対応

　（一社）日本百貨店協会では、既
に公開されているインボイス制度に
対応した基本形 Ver2.1を基に整理
を行った。百貨店版は区分記載請求
書等保存方式への対応を行わなかっ

たため、基本形でインボイ
ス要件として不足していた
「登録番号」と「元納品日（返
還インボイス）」の 2点に
加えて、「税率ごとの合計」
「適用税率」「消費税額」の
3点が不足項目として挙げ
られ、次のように対応を検
討した。
＜登録番号、税率ごとの合計、
適用税率、消費税額＞
支払案内メッセージ
　百貨店では「請求」とい
う業務プロセスが存在しな
い前提で流通 BMSが策定
されているため支払案内メ
ッセージに「登録番号」「税
率ごとの合計」「適用税率」
「消費税額」の 4点を対応す
ることとした。この際、メッセージ
に項目追加するのではなく、セット
方法により対応した。
　このセット方法を 2パターン想
定し対応方法を定義した。
  1パターン目は仕入伝票単位を支
払いの単位にする場合である。この
場合は、支払案内メッセージ内の
「項目番号 78：支払案内摘要 1」「項
目番号 79：支払案内摘要 2」「項目
番号 80：支払案内摘要 3」に「登
録番号」をセットする。このとき、
仕入計上またはそれに代わる取引内
容のインボイス要件である「適用税
率」や「税率ごとの合計」「消費税額」
が記載されていることで、支払案内
メッセージへの記載が不要となる。
  2パターン目は支払案内の送信単位
を支払いの単位とする場合である。
支払案内メッセージ内の「項目番号
86：仕入取引区分」に「合計」を表
現する区分を追加する。「項目番号
78：支払案内摘要 1」「項目番号
79：支払案内摘要 2」「項目番号
80：支払案内摘要 3」に「登録番号」
と「適用税率」をセットし、金額や
消費税額などは税率ごとの合計をセ
ットする。

＜元納品日（返還インボイス）＞
仕入計上メッセージ
　百貨店版メッセージにある「返品
（買取型のみ）」は、卸・メーカー、
の物流担当者への情報共有用の簡易
なメッセージとして定義されてお
り、商流管理としての返品情報（仕
入れのマイナスデータ）は、仕入計
上メッセージを使用する。百貨店
が、買掛情報として認識したこと
を、計上したタイミングで日別に取
引先に通知するために使用するの
は、買取型と消化型共通で利用する
のは仕入計上メッセージである。
　現在、仕入計上メッセージに元納
品日に関するデータ項目がないた
め、返品時に必要となる元納品日の
データ項目として「譲渡年月 1」「譲
渡年月 2」を追加した。
　日本百貨店協会はこの対応策を
CRとして流通 BMS協議会へ提出
する予定である。流通 BMS協議会
では、この CRについてメッセージ
メンテナンス部会で審議を行い、仕
様の公開を予定している。
（ソリューション第2部　小山）
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Verified by GS1 の紹介
ー グローバルな商品情報を1ヵ所で確認 ー

　GS1はデジタル化、ネット化す
る社会の対応として、世界各国で発
番された GS1 事業者コードや
GTINにひも付く商品情報などを管
理する基盤として、GS1 Registry 

Platform（以下、GRP）を運営し
ている。商品情報は世界各国の
GS1加盟組織を通じて、GRPに連
携されている。今回は、GRPのサ
ービスの一つであり、既にグローバ
ルに活用が進んでいる「Verified 

by GS1（以下、VbG）」について
紹介する。

VbG とは

　VbGは、GS1または GS1加盟
組織を通じて利用可能で、VbGの

ホームページから
GTINを入力し、検
索 す る だ け で、
GRPで管理されて
いるブランドオーナ
ー発信のグローバル
な商品情報を確認す
ることができるサー
ビスである（GRP

の商品情報項目は図
1参照）。
　日本においては、
G S 1  J a p a n が
2022 年 3 月 15 日
に VbGを開始し、「My GS1 Jap

an」（注）から無料で利用可能である。
商品情報だけでなく、GS1事業者

コード情報（ブランドオーナー名）
についても確認することができる
（図 2参照）。

VbG の今後

　VbGは、グローバルな小売業者
や EC事業者などにおいて利用が始
まっており、今後もさまざまな場面
で活用が広がっていくであろう。現
在、日本が提供する VbG は、
GTIN１件の入力・検索機能である
が、今後は先行して VbGを活用し
ている他国の GS1加盟組織に倣
い、複数の GTIN検索、APIによ
るデータ取得、ファイルでの全件デ
ータ取得機能などを検討している。
VbGは無料で利用可能であるた
め、興味のある方は以下の URLか
ら問い合わせいただきたい。
https://www.gs1jp.org/form/

mygs1
（注）My GS1 Japan：GS1事業者コー

ドの貸与を受けている事業者専用の

ポータルサイト

（データバンクビジネスG　髙野）

図 1　GRPの商品情報項目

図 2　日本の VbG利用画面
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2022 年度 第 1 回通常理事会

　2022年 6月７日に明治記念館
（東京・港）にて開催した。
　迎会長が議長となり議事が行われ
た。また議事録署名人は議長の他に
服部監事が務めた。

　第 1号議題「2021 年度事業報告　
について（案）」

　第 2号議題「2021 年度決算報告
について（案）」

　杣谷専務理事から各議題の内容に
ついて説明があり、議長が両議題に
ついて諮ったところ、全員異議なく
原案のとおり承認した。

　第 3 号議題「理事の職務執行状
況について」

　常勤理事である迎会長、杣谷専務
理事、西山理事、森理事が、3月開
催の 2021年度 第 2回通常理事会
終了後から現在までの職務執行状況
について報告を行った。

　第 4号議題「2022年度定時評議
員会の開催について（案）」

　評議員会の日時および場所、議題
および議題の概要について承認した。
　議長は以上をもって閉会を宣した。

2022 年度 定時評議員会

　2022年 6月 22日に明治記念館
にて開催した。
　細野評議員が議長となり議事が行
われた。また、議事録署名人は議長
の他に淺野評議員と廣根評議員が務
めた。

　第 1号議題「2021年度事業報告
について」

　第 2号議題「2021年度決算報告

について（案）」
　杣谷専務理事から各議題の内容に
ついて説明があり、議長が両議題に
ついて諮ったところ、全員異議なく
原案のとおり承認した。

　第 3号議題「評議員の選任につ
いて（案）」

　評議員 1名の辞任に伴い、後任
の評議員選任について諮ったとこ
ろ、全員異議なく次の者を評議員に
選任した。
　辞任：井上　　淳
　新任：牧野　　剛

（2022年6月22日付）

　第 4号議題「理事の選任につい
て（案）」

　理事の全員の任期がこの定時評議
員会で満了となり、次の通り選任さ
れた。
＜再任＞
　迎　　陽一、杣谷　晴久
　西山　智章、森　　修子
　時岡　肯平、豊島　直人
　畑中　伸介、深瀬　成利
　安田　洋子
＜任期満了による退任＞
　林　　洋和、吉里　博一
＜新任＞
　清家　彦三郎

（2022年6月22日付）
　

　前田　　秀
（2022年7月1日付）

　議長は、以上をもって閉会を宣した。

2022 年度第 1 回臨時理事会

　2022年 6月 22日、代表理事お
よび業務執行理事について、次の通
り選定された（書面決議） 。
　会長　迎　陽一
　専務理事　杣谷　晴久
　常勤理事　西山　智章
　常勤理事　森　　修子

2022 年度第 2 回臨時理事会

　2022年 7月 1日、業務執行理事
について、次の通り選定された（書
面決議）。
　常務理事　前田　　秀

　今回承認された 2021年度事業報
告書および決算報告書は、当財団ホ
ームページに掲載されている。
　また、次回の理事会・評議員会は、
2023 年度予算を審議するため
2023年 3月に開催予定である。

（総務部）

理事会・評議員会を開催
ー 2021年度の事業報告・決算報告を審議 ー

理事会（左）・評議員会（右）開催風景
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